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自治労県職労人員確保要求

県民の命を守るために、業務実態に見合った人員配置を！

児童相談所の人員体制の確立、大規模災害時の対応、過重労働撲滅等に向けて！
全国で自治体職員が大幅に減少

2005年から行われた「集中改革プラン」等によって、地方自治体の職員数は大幅な減少を続けています。県においても、多くの職場で人員不足による時間外勤務が増加するとともに、臨任・非常勤等職員が正規職員の業務を担っている現状があります。
また、過労やストレスにより心身の健康を害する職員も年々増え続けており、業務全般に支障を来していることも事実です。
さらに、東日本大震災では緊急時対応に必要な人員の不足が浮き彫りになり、大規模災害時における公共サービスの重要性について改めて見直しを行うことが求められています。
きめ細かい県民サービスには「人」が必要

厚木市のアパートで白骨化した男児の遺体が発見されるという事件が起こりましたが、新聞報道等の中では、市や児童相談所・警察の連携不足、調査の甘さ、危機意識の希薄さが指摘されました。

しかし、たとえば、児童相談所（児相）の人員体制をみると、先進国では、児相職員が受け持つケースは１人あたり20～30件程度ですが、県では職員１人あたり100件を超えているといった現状があります。
また、先進国ではこれとは別に、24時間の初動体制をとれる人員体制が確立されています。

きめ細かい対応や県民サービスを行うには、相応の「人」が必要なのは明らかです。

自治労県職労は、県民サービスの水準の維持・向上のためには、業務実態に見合った人員の確保が必要不可欠であると認識し、自治労の人員確保闘争の一環として、下記のとおり要求書を提出する予定です。
１．人員確保について
（１）2014年度の人員配置について、削減の具体的根拠を明確に示すこと。また、業務量の削減を上回る人員削減が行われた所属について早急に人員配置を行うこと。
（２）欠員は正規職員をもって早急に解消すること。
（３）採用予定者の大量辞退に伴う欠員状況とその対応策を明らかにすること。また、2015年4月の新規採用について、募集時期、条件等を明らかにすること。
(４）新規事業や事業拡大等を計画している職場では、企画段階からその内容を明らかにし、計画的な人員の増員をし、適正に正規職員の配置と予算の確保をすること。
（５）恒常的な残業が続いている所属、短時間再任用職員や非常勤職員が複数配置されている所属においては必要な人員配置を行うこと。
（６）東日本大震災被災地への人的支援は、長期にわたる継続的・安定的な支援が必要であり、送り出す職場に負担が生じないよう正規職員を配置すること。
（７）メンタルヘルス不全による療養休暇、休職については、当事者の着実な復職支援、周囲の職員の負担軽減の観点から、常勤職員を充てること。当面、休職明けの一定期間については臨任職員を継続配置すること。
（８）職業訓練指導員について、最低限現在の欠員分を正規職員で配置するために、2015年度は採用を拡大すること。
　　　2014年度の職場別・職種別職員配置を明らかにする

こと。
（９）児童相談所の福祉職、生活保護担当の福祉職について、職員の過重労働を解消できるだけの増員を行うこと。また、生活保護受給世帯数の増加に伴う体制強化として、生活保護の経理担当職員の増員を行うこと。
　　　特に、今般の厚木市での事件を踏まえ、今後二度と最悪の事態が発生しないよう人員体制を確立すること。
2014年度の職場別・職種別職員配置を明らかにすること。
（10）県税事務所や保健福祉事務所は再編統合に伴い、管轄が広域になったこと等を踏まえ、業務に支障が生じないよう必要な人員配置を行うこと。
２．緊急時対応に必要な人員の確保について
(１)　緊急時に大幅に増加すると予想される業務について検証し、該当する職場の配置を見直すこと。
(２)　緊急時対応に必要な知識・技術の継承に留意した採用・配置を行うこと。

第５０回地方自治研究神奈川集会

創ろう、
住民自治のゆたかな社会

～脱格差社会づくりへ、公共サービスと労働組合の役割を考える～
【オープニング集会】
日　時：７月５日（土）１３：００～１７：００（受付開始１２：３０）

会　場：ワークピア横浜　２階会議室

（みなとみらい線「日本大通り駅」３番出口より徒歩５分）

講　演：「神奈川における医療と介護の連携について」

講　師：山崎　泰彦さん（神奈川県立保健福祉大学名誉教授）
ディスカッション：自治労神奈川の現場から

【分科会】

日　時：７月１９日（土）１３：００～１７：００（受付開始１２：３０）

会　場：ワークピア横浜
＜分科会概要＞
①「地域防災・危機管理対策」

②「人口増の変化に対応した基礎自治体改革」

③「地方財政理解への導き」

④「脱原発の課題」
⑤「公共交通政策の課題」
⑥「共生社会の実現をめざして」

⑦「集団的自衛権と解釈改憲」
☆参加ご希望の方は、組合事務所まで！
「戦争をさせない全国署名」

にご協力を！

－憲法を破壊する「集団的自衛権の行使」容認に反対します－

＜要請項目＞

１．「解釈改憲」などによる集団的自衛権行使容認を行わず、憲法９条の理念を活かすことを求めます。

２．戦争参加をすすめるあらゆる立法と政策に反対します。
署名集約中！組合事務所にご提出ください。

大平荘が無くなって　お困りのあなた 
公立学校共済組合箱根保養所

「ひめしゃら」営業中！
誰でも利用ＯＫ！
　お一人様１泊２食　９，８００円～（７／１８まで）
（７／１９からは「夏休みプラン」になります。）

　指定宿泊所利用券・レク券利用可
　９月末まで予約受付中
http://www1.ocn.ne.jp/~k-hime/
ＴＥＬ 0460-84-7100



















































＜タイムスケジュール＞


12：30　受付


13：00～14：50　①②④分科会


14：50～15：10　休憩・後半受付


15：10～17：00　⑤⑥⑦分科会


※　③分科会は、13：00～17：00











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































